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土砂災害の解消を目指して

社団法人全国治水砂防協会

長野県
長野県

京都府

福井県

7/19 福井県福井市中野1丁目（死者2名）

7/19 長野県岡谷市湊3丁目
（死者6名、行方不明者1名）島根県

岡山県

熊本県

鹿児島県

7/19 京都府京丹後市間人（死者2名）

7/19 島根県美郷町久保（死者1名）

7/19 岡山県新見市坂本（死者1名）

6/26 熊本県山都町八木（死者1名） 7/22 鹿児島県菱刈町下手仲間
（死者1名）

7/19 長野県岡谷市川岸東
（死者1名）

7/19 長野県辰野町飯沼（死者1名）

長野県

7/22 鹿児島県薩摩川内市下手城北
（死者1名）

7/22 鹿児島県菱刈町前目（死者1名）

鹿児島県

鹿児島県



土砂災害の実態

台風等による集中豪雨

がけ崩れ

土石流（流木災害を含む）

地 す べ り

溶 岩 流

火 砕 流

火山泥流

山体崩壊

山腹崩壊等

河道閉塞の決壊

地震後の二次災害

山体崩壊

【多様な土砂災害】

【人命を奪う土砂災害】

昭和42年～平成15年までの自然災害
による死者行方不明者

火 山 活 動 地 震

【減らない土砂災害】
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【今年も多発する土砂災害】

【繰り返す土砂災害】 （愛媛県新居浜市）

（台風15,16,18号通過後）
2004年9月3日撮影

（台風21号通過後）
2004年10月6日撮影

1998年撮影

【土砂災害の後遺症】 【荒れる山林】

平成16年10月23日の新潟県中越地震による山腹崩壊
（新潟県山古志村）

風倒木の状況（岡山県勝山町）

3 7 2

3 5 1

6 3 1

5 6 6

3 5 4

2 6 8

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 0 0 0

平 成 1 3 年 平 成 1 4 年 平 成 1 5 年 平 成 1 6 年 平 成 1 7 年 平 成 1 8 年

過 去 ５カ 年 の ７月 期 に お け る 土 砂 災 害 発 生 状 況 　（H 1 ８．７．２４　６：００時 点 ）

７月 ま で

7 / 2 4  時 点
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土砂災害対策の遅れ
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【増え続ける危険箇所（人家５戸以上）】

【追いつかない整備（急傾斜の例）】

【増加する大雨・減少する予算】

100mm以上の降雨回数の5ヵ年移動平均

砂防関係事業の予算（事業費）

（億円） （回）

（箇所）

S57年 S62年 H4年 H9年 H14年

72,258
77,242 81,850

86,651

113,557
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整備済箇所
急傾斜地崩壊危険箇所

(箇所数)
急傾斜地崩壊危険箇所
約27,000箇所の増加

対策施設の整備箇所
3,400箇所の増加



提言
【ハード対策】
○整備率の向上 （兵庫県宝塚市）

逆瀬川砂漠と呼ばれた明治中期の逆瀬川 流路工施工後の昭和初期の逆瀬川 現在の逆瀬川と周辺の市街地

豪雨により発生
した崩壊

土石流として流下

保全対象人家

イシガ谷堰堤

土石流を捕捉

土石流発生前（平成8年、高知県土佐町） 土石流発生後（平成16年8月）

○孤立集落の解消 ○避難場所の安全確保

○緑の回復

大規模崩壊により道路も寸断され孤立した集落
（平成16年7月、徳島県木沢村坂州地区）

施 工 中 の 立山泥谷
砂防堰堤群
（昭和8年、富山県） 現在の状況

土石流の直撃を受けた避難場所
（平成16年8月、香川県大野原町）



【ソフト対策】
○警戒避難体制の整備促進 ○災害時要援護者対策の促進
避難勧告の実態と死者の割合（平成16年）

18%

37%

45%

災害発生前

災害発生後
避難勧告なし

災害発生前の避難勧告は2割のみ

土砂災害による死者に占める災害時要援
護者の割合（平成16年）

災害時要援護者
64%

その他
36%

○自助・共助を促す土砂災害情報の共有

前兆現象通報 災害情報通報 雨量情報等入手

前兆現象等

雨量情報、
前兆現象等

都道府県庁
土木事務所等市町村役場

住民等の警戒避難に活用

前兆現象等

雨量情報、
前兆現象等

○「土砂災害防止法」に基づく警戒区域指定の促進

０．００２％１３箇所平成14年度末

指定率注）指定箇所数

３．０５％１６，０２２箇所
平成18年度

（7月21日現在）

２．７２％１４，２９６箇所平成17年度末

０．６８％３，５８０箇所平成16年度末

０．０２％１２６箇所平成15年度末

注） 指定箇所数を土砂災害危険箇所数（525,307箇所）で除した値

（写真及びデータ提供：国土交通省砂防部）

〈土砂災害警戒情報の伝達経路〉

都道府県
（消防防災部局）

土砂災害警戒情報
テレビ・ラジオ

大雨注意報・警報

都道府県砂防部局
（土木部等）

地方気象台 気象業務法に基づき伝達

市町村

住

民

土砂災害警戒情報

気象台からの 情報の流れ（気象警報等）


